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１．はじめに 

「高レベル放射性廃棄物の最終処分施設の設置可
能性を調査する区域」を全国の市町村から公募 

(平成 14 年 12 月 19 日開始)

 高レベル放射性廃棄物（特定放射性廃棄物）の地層処分

（最終処分）を行う最終処分施設建設地の選定は、「特定

放射性廃棄物の最終処分に関する法律」（以下「最終処分

法」という。）に基づき、概要調査地区の選定、精密調査

地区の選定、最終処分施設建設地の選定という３段階の過

程を経て行われる（図－１）。 

文献調査 

地震等の自然現象による地層の著しい変動
の記録がなく、かつ、将来にわたってそれ
らが生ずるおそれが少ないと見込まれるこ
と等を確認 

原環機構は、この第１段階である概要調査地区の選定に

あたり、昨年 12 月、全国の市町村を対象に「高レベル放

射性廃棄物の最終処分施設の設置可能性を調査する区域」

（以下「応募区域」という。）の公募を開始した。概要調

査地区は、応募区域およびその周辺の地域を対象に実施す

る公開された文献その他の資料による文献調査の結果に

基づき選定されるが、この概要調査地区を選定する上で考

慮する事項とその評価の考え方等を、概要調査地区選定上

の考慮事項（以下「考慮事項」という。）としてとりまと

め、公募の開始にあわせ公表した。本稿は、考慮事項設定

にあたっての基本的考え方、考慮事項の概要等について報

告するものである。 

概要調査地区の選定 (平成 10年代後半頃) 

概要調査：ボーリング調査、地表踏査、
物理探査 等 

最終処分を行おうとする地層およびその周
辺の地層が安定していること、坑道の掘削
に支障がないこと、地下水の水流等が地下
施設に悪影響を及ぼすおそれが少ないと見
込まれること等を確認 

精密調査地区の選定 (平成 20年代前半頃) 

精密調査：地上からの詳細調査、地下の
調査施設での測定・試験 等 

最終処分を行おうとする地層の物理的・化
学的性質等が最終処分施設の設置に適して
いると見込まれること等を確認 

 
最終処分施設建設地の選定 (平成 30年代後半頃)

２．考慮事項の設定にあたっての基本的考え方 

 概要調査地区選定の「透明性」「公平性」「客観性」を確

保するため、考慮事項の設定にあたっては、次のような基

本的考え方を定めた。 

図－１ 最終処分施設建設地選定までの流れ 

①概要調査地区の選定理由が、公募開始時に公表される考慮事項に基づいて説明できること。 

 ②文献調査でわかる範囲で、最終処分施設建設地としての適性が明らかに劣る地域を除外すること。 

③文献調査は公開された文献その他の資料により行われるが、情報の不足等により十分な判断ができない

場合には、次段階の概要調査あるいはそれ以降の調査において引き続き検討を行うこと。 

④最終処分法、同施行規則に示された概要調査地区の選定要件（以下「法定要件」という。）に基づき、こ

れらの評価の考え方、基準等を具体化したものであるとともに、原子力安全委員会の環境要件（１）も踏

まえたものであること。（→法定要件に関する事項の設定） 

 ⑤原環機構の事業推進の観点から、概要調査地区選定段階における法定要件には該当しないが、次段階以

降の選定要件や建設・操業にあたって必要な事項で、文献調査で評価可能なものも対象とすること。（→

付加的に評価する事項の設定） 
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３．考慮事項の分類 

全国一律に評価する事項： 

全国規模でデータが整備された情報により、全国一律の基準で概要調査

地区としての適格性を評価する事項（活断層と火山に関する事項を対象）

個別地区ごとに評価する事項： 

個別の応募区域および周辺の地域を対象とする文献調査により、概要調

査地区としての適格性を評価する事項 

法定要件に関する事項： 

概要調査地区選定に関する法定要件に対する適格性を評価する事項 

（地震、噴火、隆起・侵食、第四紀の未固結堆積物、鉱物資源に関する事項を対象）

考慮事項は、法定要件に関する

事項と付加的に評価する事項に分

類され、法定要件に関する事項は、

さらに全国一律に評価する事項と

個別地区ごとに評価する事項から

成る（図－２）。 

 全国一律に評価する事項の評価

に用いる活断層、火山に関する文

献は原環機構が指定する。また、

個別地区ごとに評価する事項、付

加的に評価する事項の評価にあた

っては、応募区域およびその周辺

の地域を対象とする公開された

様々な文献その他の資料が使用さ

れる。 

付加的に評価する事項： 

法定要件に対する適格性が確認された地区を対象に、概要調査地区としての特性を

総合的に評価し、必要に応じて相対比較を行う事項 

 

（地層の物性・性状、地下水の特性、地質環境の調査・評価、建設・操業時における

自然災害、土地の確保、輸送に関する事項を対象）

図－２ 考慮事項の分類 

 

４．概要調査地区の選定における考慮事項の適用 

市町村による応募から概要調査地区選定までの流れは、概ね次のようになる。 

ａ．応募区域に対し文献調査の開始を連絡 

  事前確認のための地質的な条件により、応募区域が文献調査の対象となることを確認し、文献調査の開

始を文書で連絡する。事前確認のための地質的な条件には、活断層と火山に関する全国一律に評価する

事項の考え方を適用した応募区域として避けるべき条件が示されている。 

ｂ．文献調査の実施 

  応募区域およびその周辺の地域を対象に文献調査を実施する。法定要件に関する事項により概要調査地

区としての適格性を確認し、適格性が確認された地区を対象に付加的に評価する事項により概要調査地

区としての特性を総合的に評価し、必要に応じて相対比較を行う。 

ｃ．概要調査を行う範囲の設定 

  文献調査の結果に基づき概要調査を行う範囲を設定する。この範囲は、法定要件に関する事項の活断層、

火成活動等に該当する地域は含めないように設定され、地質条件等により応募区域より広くなることも

あるが、広がった部分は概要調査等を行うにとどめ、最終処分施設建設地とすることはないとしている。

また、活断層、火成活動、隆起・侵食等の評価のため、概要調査地区の周辺においても補足的に調査を

行うことも想定している。 

ｄ．文献調査に関する報告書作成 

  文献調査の結果は報告書に取りまとめ、公告・縦覧・説明会を実施し、地域住民の方々の意見も踏まえ

ながら、概要調査地区の選定に関する申請を行い、経済産業大臣の承認後、概要調査地区が選定される。

経済産業大臣の承認に際しては、関係都道府県知事および市町村長の意見を十分に尊重して行うことと

されている。 
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